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■ ふたご研究をめぐって

安藤寿康（慶應義塾大学文学部・教授）

　何ごとについても、それを知ることができる
ことと、知ることのできないことがある。また知
ることができることであっても、それを知って
よいことと、知ってはならないことがある。さら
に知ることができたことについて、人に知らせ
てよいことと知らせてはならないことがある。
　わたしたちがおこなっているのは、ふたご研
究である。ふたごは、その存在だけでも、かわ
いらしく、神秘的で、興味をそそられるだろう。
だから「ふたご研究をしています」といえば、た
いていの人は目をほころばせてくれる。しかし
それが人間の能力やパーソナリティなど、心理
的・行動的形質の「遺伝」に関する研究（いわゆ
る「行動遺伝学」）であることを知ったとたん、
顔をしかめられる。自分の才能や人柄がどのく
らい遺伝子によって決められているかなど、で
きれば知りたくない、わかっても知らせて欲し
くないと思う人は、決して少数派ではない。
　そもそも私たちは人間の心理的・行動的形質
におよぼす遺伝の影響を知ることができるのだ
ろうか。この問いに関する答えは簡単だ。Ye s
である。それは一卵性双生児と二卵性双生児の
類似性の比較によって可能になる。一卵性は遺
伝子を100%共有する。しかし二卵性は50%し

か共有しない。いずれのふたごも子宮から誕生
後の生育環境条件は基本的に等しいから、たく
さんのふたごから、関心となる性質についての
データを収集し、その類似性を比較して、もし
一卵性の類似性が二卵性を上回っていれば、そ
こに遺伝の影響があることを示したことにな
る。基本はこのようにきわめて単純な原理であ
り、それを身長、体重のようなものから、知能
指数、学業成績、内向性や勤勉性などのパーソ
ナリティ特性、精神疾患への罹患、非行や犯罪
の有無、収入や学歴、寿命など、およそありと
あらゆる「関心となる性質」について調べること
によって、その遺伝の影響を知ることが可能に
なる。
　そして事実、およそありとあらゆる側面につ
いて、遺伝の影響が無視できないほど関与して
いることが示されている。
　ここで、本稿の冒頭で、「また知ることがで
きることであっても、それを知ってよいことと、
知ってはならないことがある。さらに知ること
ができたことについて、人に知らせてよいこと
と知らせてはならないことがある」と述べた意
図がご理解いただけるだろう。身長や体重に遺
伝の影響があることを知っても、たいがいは許
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容できると思われる。パーソナリティについて
は、「いや、環境の影響の方が大きいはずだ」と
思う人も少なくないだろうが、まあある程度は
認めてくれるだろう。これが知能指数や学業成
績となると、「やっぱりそうだ」と思う人と「い
や、そんなことは認めたくない」と思う人に分
かれると考えられる。そしてさらに非行・犯罪・
収入・学歴となると、それを認めることにかな
りの拒否感が伴う人が少なくないはずである。
これらはみな、われわれ人間側の希望的観測に
由来するご都合である。40億年の来歴を持ち
あらゆる生命の源である遺伝子たちは、ヒトと
いう地球上のただの一種の、しかも時代や文化
によってどうにでも変わるような、そんなご都
合など関知しない。人間がそれを学力と呼ぼう
が、外向性と呼ぼうが、はたまた犯罪と呼ぼう
が、収入と呼ぼうが、それらはすべて遺伝子た
ちが環境（この場合は人間の創り出した文化環
境であるが）に対して適応しようとして発現さ
せた表現型なのである。

　ここまでの話を、論ずべきことがらの繊細さ
に対して、あまりにも杜撰な論の進め方だと
苦々しく思う人がいても不思議はない。そもそ
もふたご研究によって「知った」ことがどれだけ
の保証をもつと言えるのか。このことについて、
われわれは釈明をしなければならないだろう。
ふたご研究とその基盤である行動遺伝学の理論
や方法論を説明するには、まるまる一冊のテキ
ストと最低半年のコースの講義が必要なので、
それは一切割愛する代わりに、そこではあまり
紹介しないデータ収集にまつわることがらを紹
介したい。
　行動遺伝学は基本的にある種の社会疫学であ
る。人間の行動の個人差の原因となる遺伝要因
と環境要因を特定することがその目的である。
ただし、個別の責任遺伝子の特定、あるいは環
境条件の特定に至る以前の段階として、遺伝要
因が関与しているかいないか、環境要因に家族
が共有することによって類似する共有環境要因

が関与しているかいないか、それぞれその要因
が関与しているとすれば、集団の全分散中のど
の程度を、それぞれの要因が説明するかを記述
的に明らかにする。
　疫学のご多分に漏れず、代表性の高い十分な
数のサンプリングが必要となる。こんにち、世
界の双生児研究はきわめて大規模なpopulation 
basedなツインレジストリーの構築の上に成り
立っている。特にヨーロッパ各国では、イギ
リス、オランダ、イタリア、北欧諸国などの諸
国で作られたレジストリーをさらにたばねる”
GenomEUtwin”（http://www. genomeutwin.
org/index.htm）というコンソーシアムが作られ
ており、その名が示すように双生児研究とゲノ
ム研究を融合させた今日的な行動遺伝研究を展
開させる研究基盤やデータベースが維持される
ようになっている。また行動遺伝学研究の「老
舗」のアメリカやオーストラリアでも、さまざ
まな研究チームが自分の地域で都市単位や州単
位（オーストラリアでは国家規模でも）で、それ
ぞれのリサーチクウェスチョンのための双生児
コホートプロジェクトを構築している。このう
ちスウェーデンのような国民総背番号制の国で
は、別々に育ち生活しているふたごという、方
法論的にきわめて貴重なケースを含め、数万組
からなるレジストリが構築されている。また
常に双生児研究のトップを牽引するイギリス
のプロミンのチームによるTEDS（Twin Early 
Development Stidy、http://www.teds. ac.uk/
index.html）では現在10000家庭を、同じく
オランダ自由大学のブームスマ率いるNTR
（The Netherland Twin Registry, http://www.
tweelingenregister.org/ index_uk.html）も7000
組を擁するレジストリーが、それぞれおよそ20
年にわたって構築、更新され続けている。
　諸外国のこのように精力的な研究動向を国際
学会で目の当たりにし続けてきた日本のふたご
研究者として、わが国のふたご研究の基盤があ
まりにも脆弱、貧相で、国際的競争力を著しく
欠く状態を、ふがいなく、しかしながら予算も
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付きにくくレジストリーも構築しにくい日本の
情勢では仕方のないものと、無力感に長い間、
身をゆだね続けてきた。それが2004年に科学
技術振興機構（JST）の「脳科学と教育」という
プログラムが、大規模縦断コホート研究を公
募し、その応募要項のなかに「ふたご研究を含
む」と明記されていたことに飛びついて、幸運
なことに採択された。そして５年間に渡り、お
よそ３億に近い予算規模で、乳幼児に始まる長
期縦断研究を進めることができた。それによっ
てようやく欧米諸国のふたご研究に肩を並べ
ることのできる規模の研究を行うことができる
ようになってきたのである。それが「首都圏ふ
たごプロジェクト（Tokyo Twin Cohort Project; 
ToTCoP）」、である。
　ToTCoPの最初の仕事は、首都圏（東京都、
神奈川県、千葉県、埼玉県）の悉皆的なふたご
住所リストを作成することである。それまでの
経験で、住民基本台帳から「同世帯、同生年月
日」という条件で、多胎児を抽出できることを
知っており、実際、すでに東京都内の一部およ
び川崎市などで約3000組程度の青年期から成
人期までのふたご名簿作りはおこなって、「慶
應義塾双生児研究プロジェクト」を推進してい
た。技術的にはpopulation basedなツインレジ
ストリーの構築は可能なのである。ちなみにこ
れまでのふたご研究は、東京大学教育学部附属
中等学校のふたご、「ツインマザースクラブ」に
代表される多胎児支援サークル、そして大学病
院を擁する医学部の研究チームが地域に呼びか
けて作ったものによってなされ、地域全体の出
生記録や住民台帳に基づくものが作られたこと
はない。なぜなら、周知のように、台帳閲覧に
膨大な費用と手間がかかるからである。だが逆
に言えば、予算とマネージングする母体があれ
ば、これは可能なのであった。そして幸か不幸
か、このときこの仕事を中央調査社のような調
査機関に委託するという知恵がわかなかった。
いや、その知恵をほのめかされたことはあった
が、ふたご研究者として、データ収集の最初の

最も重要なステップを外部に委託することを潔
しとしないという、意地に近い思いがあったと
いった方が的確かもしれない。それをおこなっ
たのがToTCoPの最初の２年間であった。
　JST「脳科学と教育」への採択の道が開けたそ
の最初の時点で、派遣会社から有能な事務職員
を一人雇用し、住民基本台帳の閲覧のマネージ
ングをゆだねた。まずは有能な閲覧員の募集か
らだ。自分自身の経験からも、住民基本台帳に
延々と並ぶ氏名・住所・性別・生年月日のリス
トの中から、同生年月日のふたり（ないしは三
人、または四人、そして五人のケースまできわ
めて希ではあるが、ある）を、「肉眼」によって
発見し、そこに印字されたこれらの情報を正確
に転記し続けるという仕事は、単純な作業なだ
けに、どんな人間でもこなせるというものでは
ないことは承知していた。そこは心理学者であ
る。雇用に当たって、適性検査を作成した。ダ
ミーの住民基本台帳に似せたリストを作り、限
られた時間でどれだけ正確に、かつたくさん、
ふたごとおぼしき個人を抽出・転記できるかを
測るテストを作ったのである。まず大学の大教
室の授業の一部をこっそりつかって、学生から
大量の標準データを収集し、その分布を作成、
合格ラインとなる数値を割り出した。そして新
聞広告で公に募集をかけ、応募者にそのテスト
を実施、約2.5倍の倍率で、優秀な人たちを10
人あまり採用した。
　これら閲覧員の勤務管理、そして対象となる
300あまりの自治体との閲覧日程の調整の仕事
も煩を極める。なぜ閲覧の条件が自治体によっ
て異なるのだろう。閲覧の予約方法、提出書類、
課金条件、ことごとく違うのは驚きだ。そもそ
もなぜ電子化されたデータを直接扱わせず、目
視という前時代的な方法しかゆるされないのだ
ろう。むろん最も基本的な個人情報である。そ
の管理に慎重であろうという趣旨は理解でき
る。だが商用目的、学術目的の区別もなく、お
しなべて厳しいとはいかがなものか（と素朴に
訴えること自体、研究者の奢りといわれるかも
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しれず、議論すべき点だが）。時はまさに2004
年から2005年にかけて、個人情報の保護に関
する法律が大きく改定され、住民基本台帳の閲
覧に対する規制が厳しくなる境目を前後しての
期間であっただけに、このときの情勢の変化は
肌身で感じた。対象地域の大半を、改訂前の
2004年度のうちに閲覧できていたものの、や
はり改訂後には閲覧不能、あるいは閲覧はでき
ても名前をあいうえお順に配列されたりして
「同世帯・同生年月日」という条件を適用できな
くなり、ふたごの同定が不可能になった自治体
が増えた。そしてなによりも高額の費用である。
ふたご調査はランダム抽出ではなく悉皆抽出で
なければならない。つまり台帳はそのすべてに
まんべんなく目を通さねばならない（ただし順
次あらたな出生が追加されるので、これは「時
点悉皆」に過ぎないが）。たとえば横浜市全体で
それをおこなうと、閲覧にかかる費用だけでお
よそ1000万である。われわれがふたご調査を
実施しようとするだけで、横浜市の収入はなに
もせずに1000万も増えるのである。このプロ
ジェクト全体で、この閲覧費に投じた予算額は
3000万を超す。世界のふたご研究で、この最
初のふたご同定にこれだけの費用をかけねばな
らない国はない。わが国のこの状況は、ふたご
研究に限らず、他の科学的研究の発展に少なか
らぬ悪影響を与えているに相違ない。教育問題
しかり、貧困問題しかり、老人問題しかり、エ
ビデンスをふまえないでイデオロギーが先行す
る、高学歴社会にあるまじき貧しい科学リテラ
シー文化の象徴の一つが、住民基本台帳閲覧を
めぐる状況であると論ずるのは、穿ちすぎだろ
うか。
　限られた範囲とはいえ、首都圏は広い。閲覧
員たちの膨大な移動距離、そして行った先々
で役所の応対にまつわる逸話、そしてこれら閲
覧業務の管理にまつわる悲喜こもごもの思い出
も、このふたごプロジェクトを支える貴重な影
の財産である。その成果は、44000組の多胎児
リストとして結実した。こうしたことを、調査

会社に委託することでも、ほぼ同じように成し
遂げられることを知ったのは、JSTプロジェク
トが終結し、その直後に科研費によってこれを
継続、発展させる段階で、再度新たなツインレ
ジストリーの構築を計画するようになってから
だった。対費用効果は自力で成し遂げるのとほ
ぼ同等であるという印象がある。手にするデー
タも同じだ。ただ２年にわたり、自力でふたご
の住所リストを構築した経験は、調査会社がそ
のデータを納品する背後の過程で、どれだけの
繁雑な作業を肩代わりしてくれているかを推し
量り、そのデータの質を判断する貴重な暗黙知
をわれわれにもたらしてくれた。
　さて、こうして得られたふたごの住所リスト
を対象に、プロジェクトへのエントリーの依頼
と、卵性・出生後の身体発達などに関する簡単
な質問紙を配布し、できるだけたくさんの代表
性の高いサンプルを得ることが、次の、しかし
調査自体にかかわる最重要の課題であった。社
会調査である以上、回収率が20%や30%では
話にならない。しかし経験的に青年・成人を対
象としたふたご調査の回収率はそのあたりの数
値が最大値であった。できるだけ多くの回答を
得るために、謝品・督促（再度、再々度のお願い）・
結果のフィードバックなど可能な限りのことを
試みた。その中の一つの試みである「切手の貼
り方」について紹介したい。
　郵送による質問紙への回収率に切手の貼り方
が影響することを教えてくれたのはオースト
ラリアのふたご研究者、Nick Ma r t i nだった。
質問紙を送るときの封筒に貼る切手は多い方が
効果的だという。たとえば80円切手１枚では
なく、50円と10円３枚貼った方が高い回収率
を得る。このことを確かめるため、予備調査の
段階で、送信、返信それそれについて、その封
筒への切手の貼り方に図表1、図表2のような
条件を設定し、その返信（エントリー）数の推移
をみた（安藤ら, 2004）。

　結果は必ずしも明確ではないが、少なくとも
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初期（ここでは督促第一回目をする以前の「前
期」部分）では、確かに送信に際して切手が複数
枚貼られていた方が、返信が多い傾向にあり、
「別納」印と比較したとき顕著である。返信封
筒でも普通切手１枚よりも記念切手や複数枚貼
られたもののほうが返信率は高い。これはそれ
だけ手間をかけたプロジェクトであることがア
ピールされたからだろうか。かくして、回収率
は55%を得るに至った。
　こうして、大規模なふたごの縦断調査を実施
して新たに知ったことは少なくない。遺伝要因
と共に環境要因の重要性も浮き彫りになり、そ
れらが時間と共に変化すること、遺伝要因の発
現が環境要因によって変化することなど、とも

すれば「遺伝か環境か」という単純な、あまりに
貧しい遺伝環境論議に光をあてるような知見が
数多く見出された。また中には、われわれの平
等感や健康感に関する一般常識に相反する、そ
の意味ですぐに一般に知らせてよいかどうか慎
重さを求められる知見も見出されている。

引用文献
安藤寿康，野中浩一，加藤則子，大木秀一，中嶋良子，
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の構想とパイロット調査の評価，慶應義塾大学大学
院社会学研究科紀要，61，31-49.

図表１　送信切手の種類による回収率の推移

図表２　返信切手の種類による回収率の推移
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1.交通事故の発生件数と交通事故遭遇の不安
　交通事故の発生件数が「増えていると思う」と
答えた人は32.0％、「どちらかといえば増えて
いると思う」と答えた人は33.9％で、これらを
合わせた「増えている（計）」と思う人は65.8％
を占めている。一方、「減っていると思う」は
4.0％、「どちらかといえば減っていると思う」
は17.7％で、合わせた「減っている（計）」と思
う人は21.7％となっている。

　次に、自分が交通事故にあうかもしれないと
不安に思うことがあるか聞いた。不安に思うこ
とが「かなりある」と答えた人は14.2％、「とき
どきある」と答えた人は57.8％で、これらを合
わせた不安のある人は72.0％を占めている。一
方、「まったくない」は4.2％、「あまりない」は
23.3％で、これらを合わせた不安のない人は
27.5％となっている。

　都市規模別では東京、大阪などの20大都市
で「交通事故の発生件数が増えていると思う」の
割合は69.9％と最も高く、自分が「交通事故に
あうかもしれないと不安に思う」割合も77.7％
と最も高くなっている。

　性別では、「交通事故の発生件数が増えてい
ると思う」と感じている人の割合は、男性が
57.5％、女性が72.5％と女性で15ポイント高
い。「事故にあうかもしれない」不安感は女性
（74.9％）の方が男性（68.3％）より高いが、差は
７ポイントである。
　年代別では、「交通事故の発生件数が増えて
いる」と感じている人の割合は20歳代で60.2％
と最も低く、70歳以上で72.2％と最も高い。
また、「事故にあうかもしれない」不安感は20
歳代（77.3％）、30歳代（79.1％）、50歳代（78.8％）
で８割近くと高くなっている。一方、70歳以上
では58.9％と低くなっている。

■ 「交通安全」に関する世論調査
　時事通信社では、2010年11月５日から14日にかけて、無作為に選んだ全国20歳以上の男女
個人2,000人を対象に、「交通安全」に関する世論調査を実施した。この調査は、調査員による面
接聴取法により実施し、1,314人から回答を得た。

図１　交通安全の発生件数は増えているか
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図２　自分が交通事故に遭遇する不安
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図３　交通事故の発生件数と交通事故遭遇の不安
　　　（都市規模別、性別、年代別）
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2.交通事故遭遇またはヒヤリとした経験
　交通事故にあったこと、またはヒヤリとした
ことが「ある」人は、全体の67.0％にあたる881
人であった。交通事故にあったとき、ヒヤリと
したときについて聞くと、「自動車に乗って（乗
せてもらって）いるとき」が最も多く69.7％と
なっている。以下、「自転車に乗って（乗せても
らって）いるとき」が29.5％、｢歩いて（走って）
いるとき」が25.5％、｢バイクに乗って（乗せて
もらって）いるとき｣が9.0％となっている。

　交通事故にあったとき、ヒヤリとしたとき
の相手について聞くと、｢歩いて（走って）いる
とき｣「自転車に乗って（乗せてもらって）いる
とき」｢バイクに乗って（乗せてもらって）いる
とき｣「自動車に乗って（乗せてもらって）いる
とき」のいずれの場合も相手が「自動車」であっ
た場合が最も多く７割を超えている。次に多い
のがいずれの場合も「自転車」で、特に｢歩いて
（走って）いるとき｣は36.4％と高くなっている。

3.交通事故防止のための対策
　交通事故を防止するために必要な対策として
は、「飲酒運転などの違反に対する罰則を強化

する」が最も多く52.1％となっている。昨今の
飲酒運転による悲惨な事故の多発を受けた社会
の厳罰化の流れに一定の支持があると言える。
次いで、｢信号の設置や歩道、ガードレールな
どを整備する｣45.8％、｢「とまれ」や「横断歩道」
など道路標識を見やすくする｣45.3％といった
ハード面での対策が挙げられている。以下、「警
察による取締りを強化する」43.0％、「家庭や学
校での交通安全教育を充実する」38.6％などと
なっている。

　上位３項目について性別に見ると、いずれも
女性の方が割合が高くなっている。年代別では、
３項目とも30歳代で最も高くなっている。「飲
酒運転などの違反に対する罰則を強化する」は
30歳代、40歳代、60歳代、70歳以上で半数を
超えている。

（調査部　君島ゆかり）
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図４　事故にあったとき、ヒヤリとしたとき

図５　事故にあったとき、ヒヤリとしたときの相手

図７　交通事故を防止するための対策（性別、年代別）
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11月の時事世論調査
　11月の時事世論調査の結果が
まとまった。管内閣の支持率は
27.8％で、前月から11.4ポイン
ト減と急落し、6月の菅内閣発足
後最低となった。不支持率は同
12.6ポイント増の51.8％。尖閣
諸島沖での中国漁船衝突事件や
ロシア大統領の国後島訪問をめ
ぐる政府の対中ロ外交への不満、
小沢一郎民主党元代表の国会招
致問題で菅首相らの指導力不足
などが影響したようだ。調査は
全国20歳以上の男女2,000人を
対象に、個別面接聴取法で11月
5日から8日に実施。有効回収（率）
は1,306（65.3％）だった。

　この時期の動きを見ると、国内
では、政府は10月の月例経済報
告で、急激な円高などで輸出や生
産が減速している状況を受け、景
気は「足踏み状態となっている」と
して、1年8ヵ月ぶりに基調判断
を下方修正した（10月19日）。
　厚生労働省によると、09年度
中に１回でも生活保護を受けた
世帯は月平均で約127万世帯（前
年度比10.9％増）となり、過去最
多を更新した（同20日）。
　総務省は、9月の完全失業率（季
節調整値）が5.0％となり、前月
比0.1ポイント低下し、3ヵ月連
続で改善したと発表した。一方、
厚生労働省が発表した9月の有
効求人倍率（同）は0.55倍で、前
月に比べて0.01ポイント上昇。5ヵ
月連続の改善となった（同29日）。
　また、総務省が発表した9月
の全国消費者物価指数（05年＝
100）は、生鮮食品を除く総合指
数が99.1となり、前年同月比1.1％

約900万人上回る史上最多の約
7300万人を記録した（同31日）。
　ロシアのメドベージェフ大統
領は、北方領土の国後島を訪問
した。ソ連時代を含めロシアの
最高指導者が北方領土に入った
のは初めて（11月1日）。
　オバマ民主党政権の任期前半
の評価を問う米国の中間選挙で、
民主党は下院で60議席以上の大
幅減と過半数を失い、歴史的大
敗を喫した。上院でも共和党が
議席を伸ばしたが、民主党は辛
うじて過半数を守った（同2日）。
　政党支持率は、民主党が前月
比3.8ポイント減の16.2％。自
民党は1.8ポイント増の16.5％
で、政権交代前の09年6月調
査から17ヵ月ぶりに自民党が
民主党を上回った。支持政党
なしは1.1ポイント増の57.4％。

　国民の景気感は「良くなった」
が3.9％で先月比0.9ポイント増。
「悪くなった」は3.8ポイント減の
37.1％。この結果、時事世論景
気指数は94.1となり、先月より
やや改善した。

　昨年の今頃と比べて暮らし向
きは、「楽になった」は先月より0.3
ポイント減って3.8％、「苦しく
なった」は先月と変わらず31.6％
だった。

下落した。19ヵ月連続のマイナ
スで、デフレが続いている（同
29日）。
　名古屋市で開かれた生物多様
性条約第10回締約国会議（国連
地球生きもの会議）は、動植物な
ど遺伝資源の利用を定める「名古
屋議定書」と、生態系保全のため
の世界共通目標「愛知ターゲット」
を採択して閉幕した（同30日）。
　羽田空港に完成した４本目の
滑走路と新たな国際線ターミナル
が10月21日に開業し、1978年
の成田空港開港以降、羽田の国
際線はチャーター便扱いだったた
め、国際定期便の復活は32年ぶ
り。復活一番機は日本航空のサン
フランシスコ行き（同31日）。
　ベトナム政府が予定している
原子力発電所建設計画について、
日本勢の受注が決まった。日本
が新興国で原発建設を受注する
のは初めて（同31日）。
　尖閣諸島沖の中国漁船と海上
保安庁巡視船の衝突事件で、衝
突時の様子を撮影したビデオ映
像が、衆参の予算委員会理事ら
30人に限定公開された（11月1
日）。
　その後衝突事件の状況を海上
保安庁が記録したものとみられ
るビデオ映像が、インターネッ
トの動画投稿サイトに流出した
（同5日）。

　国外では、チリ北部サンホセ
鉱山落盤事故で、地下に閉じこ
められた作業員33人をカプセル
で引き上げる救出作業は、開始
から22時間半後に最後の１人を
引き上げ、８月５日の事故発生
から69日ぶりに全員が無事帰還
した（10月13日）。
　尖閣諸島沖の中国漁船衝突事
件を巡り、中国各地で数千人規
模の反日デモがあり、四川省成
都では日系スーパーや日本料理
店などが壊される被害が出た（同
16日）。
　5月1日から開かれていた上
海万博が6ヵ月の会期を終え閉
幕した。入場者数は大阪万博を

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2003年 04年 05年 06年 07年 08年 09年
87.6 131.4 131.1 143.7 117.2 42.0 61.0
09年（11月）（12月）10年（１月）（２月）（３月）（４月）

86.9 53.4 79.0 76.9 91.8 109.1
（５月）（６月）（７月）（8月）（9月）（10月）（11月）
104.5 110.8 108.9 110.6 91.8 86.0 94.1
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